
建設資材卸売業の PEST分析レポー

ト 

【Political（政治的要因）】 

• ■ 建設業法・建設資材に関する規制強化：環境基準の厳格化により、特にセメント

やコンクリート製品の生産・流通に新たな遵守事項が増加。今後、カーボンニュー

トラルに向けた法制度改正が進むと見られる。 

• ■ 物流業界の 2024 年問題：働き方改革関連法の影響で運転手の労働時間制限が強

まり、配送体制の見直しと再構築が急務。運送コストの上昇が避けられない。 

• ■ インフラ整備政策：国土強靱化計画の延長・災害対策費の拡充により、一部公共

工事関連需要が継続する可能性。だが地方分散型の投資に転換中。 

• ■ 外国人労働者受け入れ政策：建設・物流分野での人手不足に対応する形で外国人

技能実習制度の拡充や制度再設計が期待される。 

【Economic（経済的要因）】 

• ■ 原材料価格の高騰：セメントや骨材の価格が国際市況やエネルギーコスト上昇に

伴い不安定化。卸業者は利益確保が難しくなる。 

• ■ 金利と不動産投資の停滞：日本国内の金利上昇により新築マンションや大型再開

発プロジェクトの延期・中止が発生。中長期的に建設需要は縮小傾向。 

• ■ 公共事業依存からの脱却の難しさ：地域経済が公共投資依存型のため、公共予算

の減少が直撃しやすい。 

• ■ 業界内の価格競争：商品差別化が困難なため、価格競争が常態化。利益率の低下

が構造的に続く。 

【Social（社会的要因）】 

• ■ 高齢化と地方人口減：工務店・建材店の顧客基盤が縮小。高齢の経営者が多く、

事業承継が進まず、顧客の廃業も相次ぐ。 

• ■ 自然災害への社会的関心：地震・台風等の災害対策資材や復旧需要が突発的に増

える機会あり。防災・減災意識の高まりは新製品導入のチャンス。 

• ■ 労働市場の構造変化：若年層の建設・物流職離れが進行。働きやすさ・柔軟な勤

務体制を整える企業が競争力を持つ。 

• ■ ESG 経営の浸透：環境配慮型建材や再生資源の取り扱いなど、社会的評価が新た

な競争軸となる可能性。 



【Technological（技術的要因）】 

• ■ 建設 Tech（施工 DX）の進展：プレキャスト建材の普及や、AI を活用した施工計

画最適化技術により、資材の流通タイミングが精緻に。納期管理の高度化が求めら

れる。 

• ■ トレーサビリティの強化：建材の生産・流通過程の可視化が義務化される流れ。

ブロックチェーン技術の応用などが検討されている。 

• ■ 物流 DX と共同配送：中小建材卸の物流コストを削減するため、複数卸業者によ

る共同配送・地域物流連携が加速。 

• ■ カーボンマネジメント技術：建材ごとの CO2排出量を可視化・最適化する技術へ

のニーズが高まりつつあり、差別化のカギとなる。 

【総括コメント】 

• 建設資材卸売業は現在、少子高齢化、物流問題、資材高騰など多方面から構造的な

圧力を受けている一方で、災害対応資材や ESG建材といった新たな市場機会も生ま

れている。技術革新や社会ニーズの変化を捉え、物流・在庫・商品企画の各領域で

柔軟かつ迅速な変化対応力を養うことが生き残りの鍵となる。今後 5〜10 年で顧客

基盤がさらに流動化するため、卸売企業も単なる「中継業者」から「供給戦略設計

業者」へと進化する必要がある。 


